

































































































































就職者数 昭和58年 122，571 62，533





構　成　比 昭和58年 22．2 ！1．3





就　職　率 li召和58年 78．4（80．2） 69．4（71，9）


















































































千円 千II」 千円 千円
、1一ト 160．0 264．4 ｝ 一 60．5
17歳以．ド 103．7 110．9 73．8 69．6 93．5
18　～　19 121．2 132．0 86．2 82．8 9L8
20　～　24 140．6 159．4 100．0 100．0 88．2
25　～　29 160．9 197．4 114．4 123．8 8L5
30　～　34 170．5 241．7 121．3 151．6 70．5
35　～　39 172．6 281．2 122．8 176．4 61．4
40　～　44 174．7 315．5 124．3 197．9 55．4
45　～　49 173．1 337．5 123．1 21L7 51．3
50　～　54 171．9 333．0 122．3 208．9 51．6
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家事等　　、
　　　　5時間 　＼
　　　　、
睡眠等
！’”@　10時問
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5時間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　余暇等
　　　　　　　　　　　　　労働省「婦人労働の実績」（平成元年版）より引用。
　以上のことから，女性「総合職」が男性なみの働き方を要請されることは，平日の生活時間に
おいて家事等の時間を最低限確保するには，くつろぎといった余暇時間や付き合いの時間，さら
には睡眠時間をけずらなければならないことを意味し，職場と家庭で働きずめのライフスタイル
にならざるをえなくなる。
6．就業形態をめぐる意識形成について
　冒頭で述べたように，最近の女性にとって望ましい就業のしかたとして「再就職型」が第一番
となっているが，その意識形成に，上述の職場と家庭での状況が影響している。
　たしかに現在，　「雇均法」の主旨のさらなる定着と普及のために労働省は，雇用における男女
の均等な機会と待遇の確保対策を推進する広報啓発活動と，助言・指導・勧告・機会均等調停委
員会の運営，そして，妊娠・出産・育児に関する環境条件整備と再就職の援助等に努めている
し，育児休業制度だけでなく老親等の介護負担を担うための介護休業制度の普及促進を図ってい
るlo）。出産育児に関する施策については，日本の出生率の予想以上の低下（本年は，史上最低の
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1．48まで落ち込む）という事態により，人口政策の観点から，現に厚生省等から「子育て減税」
のような具体案が提出されているように，急速に，環境整備が行われていく可能性が大きい。し
かし，はたして，それにより問題は，解決するのだろうか。21世紀の望ましい社会として「男女
共同参加型社会」が提唱されているが，それを実現するためには，社会政策・社会構造の変化か
ら，個人の意識・行動様式の変革ということまで必要である。
　そのように考えると，　「雇均法」にはかなりの限界があり，その限界が今日，女性の「再就職
型」意識形成に影響していることは，否めない。つまり，　「雇均法」の目的と基本理念にみるよ
うに，それはあくまでも女性を対象としており，職業と家族が個人にとってどのような意味をも
つかを問わないまま，女性が働くことの社会的意義と，同様に，母性についても「次代を担う者
の生育について重要な役割を有する者」という社会的観点からのみの捉え方である。また，女性
が職業と家族生活を両立していくための，とりわけ家族生活における男性の役割の固定化を問い
直し，流動化を図ることの必要性にまで，視野を広げたものではない。その点は，「雇均法」誕
生の基礎にある国連「女性差別撤廃条約」の理念と視野と比較すると，明確である。
　すでに述べたように，コース別人事管理制度は雇用の段階から，大卒女性に適用されているの
であって，それ以外の学歴の女性とは無関係であるというように，それにより雇用段階から女性
の中で厳然とした区別があるということと，ごく一握りの女性「総合職」の働き方が男性並でな
ければならないということ，そしてその結果として女性「総合職」の中から企業幹部が出て，待
遇の格差の大きさを如実にみせつける具体的存在となったとしたら，それが女性全体に対しても
つであろう心理的影響は大きい。同時に，女性「一般職」の職域が拡大し責任が大きくなうたに
も関わらず，昇格がきわめて限定されたものであり，したがって長期間働いた場合でも待遇面で
固定化がみられることによる心理的影響も大きい。つまり，女性自身の中に最初から，コースが
違うのだからという諦念が働き，そして大多数の女性にとって，長期間働くにつれて，職業が自
己実現への意欲をかきたてる可能性は小さくなっていくと，考えられる。女性の中で従来よりさ
らに明確に，職業に対する対応のしかた，職業観が両極化するだろう。いわば，職業をとおして
の自己実現派と，生活維持派ないしは生活手段獲得派にである。
　男女の性別役割分業体制の根本からの問い直し，洗い直しをしないまま展開されている，現時
点の夫婦の生活時間の内容は，上述のとおりである。
　高度経済成長期から二度の石油危機による企業の減量経営によって，長時間労働の日常化，単
身赴任等の量的増大と定着化が端的に示すように，高密度の労働のしかたが限界まで達して，今
がその転換点に当たり，少しずつ均衡維持の動きが出てぎたとも考えられる状況が生じている。
つまり，現在の年間就業時間を2，150時間（西ドイツは1，655時間）をi992年までに1，800時間に
短縮しようという労働省の指導，そして1週間の法定労働時間を現行の46時間から来年4月から
44時間，さらに92年度中での週40時間への移行のための，制令改正案の労働大臣から中央労働基
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準審議会への諮問であるll）。事例としては，従業員の育児支援という観点から，社内保育園と
ともに該当する女性にフレックスタイム制を適用しているEのような商社もある12）。
　しかし，いくら法制度によって労働時間が短縮されても，個人個人が，家族とは何か，生活と
は何か，さらには生きるとは何かといった問い直しをしない限り，そして家族についても自分が
創造していくのかいかないのかの選択をし，もし家族という小集団での共同生活を選択するので
あれば，個人個人の自由と充実した生き方を可能にする性別役割分業体制・性役割分担の見直し
をしない限り，自由となった時間を男性の大半はゴルフ等で同僚や仲間と過ごすのに用いるだけ
になり，女性だけが家事に時間を多くかけるという事態を招くだけである。本格的余暇社会の到
来を予測して，すでに，リゾート地の開発等が産業化しているが，その開発の理念に男女平等と
いう視点も環境保護等の価値観とともに必要である。たしかに，この30年間志向してきた単身社
会型もしくは産業戦士型生活様式は，方向転換してきているのかもしれない。
　最近の意識調査のひとつは，若い世代ほど家族に目を向けている傾向を示していて13），今後の
人々のライフスタイルが変化する予兆とも考えられる。家族生活に目を向けることから，夫婦や
親子の関係性，家族集団維持のための協力体制の持ち方を考える可能性も出てくるので，そこか
ら性別役割分業や性役割分担を流動化していくかもしれない。そのようになった時，女性が望ま
しく思う就業形態はどのようなものだろうか。
　しかし，現在までの性別役割分業・性役割分担を前提にした生活時間の過ごし方と，雇用の場
の状況を枠組として考えた場合，女性は望ましい就業形態として「再就職型」をあげるのでは，
ないだろうか。
　法制面での枠組み作りと同時に，前述のE商社の例の社内保育施設とフレックスタイム制との
ように，複数の具体的方策を組み合わせることと，それを男女双方に適用することが，藤井治枝
氏の「労働者と家庭の人間化」につながるであろう。しかし，まず，現実化できる方策から実行
し，その不備を補う方策の組み合わせという作業を絶えず繰り返していき，変動する状況に常に
呼応できる柔軟性を，作り上げることが必要である。
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